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で
、
所
得
段
階
の
区
分
が
変
更

に
な
っ
た
と
き

●
年
度
の
途
中
で
年
金
の
受
給

が
始
ま
っ
た
と
き

　
普
通
徴
収

　

年
金
が
年
額
18
万
円
未
満
の

方
は
、
納
付
書
や
口
座
振
替
で

納
め
ま
す
。

●
口
座
振
替
に
す
る
と
、
納
め

る
手
間
が
か
か
ら
ず
納
め
忘
れ

の
心
配
も
な
く
な
り
ま
す
。

　

希
望
す
る
方
は
、
金
融
機
関

で
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

介
護
保
険
料
の
減
免

　

旧
警
戒
区
域
お
よ
び
旧
緊
急

時
避
難
準
備
区
域
に
住
民
登
録

（
23
年
３
月
11
日
現
在)

が
あ
る

方
を
対
象
に
減
免
し
ま
す
。

●
免
除
対
象

　
平
成
25
年
度
介
護
保
険
料(

65

歳
以
上
の
第
１
号
被
保
険
者)

●
対
象
区
域

介
護
保
険
料
の
納
め
方

　

納
め
方
は
特
別
徴
収
と
普
通

徴
収
の
２
通
り
に
分
か
れ
ま
す
。

　
特
別
徴
収

　

年
金
が
年
額
18
万
円
以
上
の

方
は
、
年
金
か
ら
差
し
引
か
れ

ま
す
。
具
体
的
に
は
、
年
６
回

の
年
金
定
期
支
払
い
の
と
き
、

そ
の
受
給
額
か
ら
介
護
保
険
料

が
あ
ら
か
じ
め
差
し
引
か
れ
ま

す
。(

老
齢
福
祉
年
金
、
恩
給
は

対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。）

　

※
年
金
が
年
額
18
万
円
以
上

で
も
納
付
書
で
納
め
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

　

次
の
場
合
な
ど
は
、
特
別
徴

収
に
切
り
替
わ
る
ま
で
一
時
的

に
納
付
書
で
納
め
ま
す
。

●
年
度
の
途
中
で
65
歳(

第
１
号

被
保
険
者
）
に
な
っ
た
と
き

●
年
度
の
途
中
で
他
市
町
村
か

ら
転
入
し
た
と
き

●
収
入
申
告
の
や
り
直
し
な
ど

　

都
路
町
全
域
、
常
葉
町
堀
田

地
区
お
よ
び
山
根
地
区
、
船
引

町
横
道
地
区

●
そ
の
他

　
免
除
の
申
請
は
不
要
で
す
。

保
険
料
を
納
め
な
い
と
…

●
１
年
以
上
滞
納
す
る
と

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る
費

用
の
全
額
を
い
っ
た
ん
自
己
負

担
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
申

請
に
よ
り
保
険
給
付
分
の
９
割

を
払
い
戻
し
ま
す
。

●
１
年
６
カ
月
以
上
滞
納
す
る
と

　

介
護
保
険
給
付
の
一
部
ま
た

は
全
額
が
、
一
時
的
に
差
し
止

め
に
な
り
ま
す
。

●
２
年
以
上
滞
納
す
る
と

　

介
護
保
険
利
用
者
負
担
が
１

割
か
ら
３
割
に
引
き
上
げ
ら
れ
、

介
護
保
険
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス

費
が
受
け
ら
れ
な
く
な
り
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ

　
保
健
福
祉
部　
介
護
福
祉
課

　
　
　
　
　
　
(

65歳
以上の方
　

 

介
護
保
険
料
を
忘
れ
ず
に
!

年額保険料 区分

28,200 円
第１段階

第２段階

42,300 円 第３段階

51,300 円 第４段階
(4-1)

56,400 円
( 基準額 )

第４段階
(4-2)

65,400 円 第５段階

70,500 円 第６段階

84,600 円 第７段階

合計所得金額が

　１２５万円未満である

　１２５万円を超えて１９０万円
　未満である

　１９０万円以上である

はい

はい

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

い
い
え

い
い
え

い
い
え

生
活
保
護
を
受
給
し
て
い
る

同
じ
世
帯
に
市
民
税
を
納

め
て
い
る
方
が
い
る

 老齢福祉年金を受給している

 合計所得金額＋課税年金収入 
 額が 80 万円以下である

 合計所得金額＋課税年金収入
 額が 80 万円以下である

市
民
税
を
納
税
し
て
い
る

82
ー
１
１
１
５

あ
な
た
の
介
護
保
険
料
は
…
？

24
年
度 

情
報
公
開
制
度
、
個
人
情
報
保
護
制
度
の
運
用
状
況

情
報
公
開
制
度
と
個
人
情
報
保
護
制
度
は
、
開
か
れ
た
市
政
を

推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
制
度
で
す
。
情
報
公
開
制
度
で
は
、

市
が
持
っ
て
い
る
情
報
を
開
示
請
求
す
る
権
利
を
定
め
て
い
ま

す
。
ま
た
、
個
人
情
報
保
護
制
度
で
は
、
市
が
持
っ
て
い
る
個

人
情
報
に
つ
い
て
、開
示・訂
正
な
ど
の
請
求
権
を
明
ら
か
に
し
、

自
分
の
情
報
を
自
分
で
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
す
る
権
利
を
保
障
し
て

い
ま
す
。

今
月
号
で
は
、
市
情
報
公
開
条
例
第
28
条
お
よ
び
市
個
人
情
報

保
護
条
例
第
44
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
そ
れ
ぞ
れ
の
条
例
の
運

用
状
況
を
公
表
し
ま
す
。　

◆
情
報
公
開
制
度

①
行
政
情
報
開
示
請
求
の
状

　
況

　

24
年
度
の
行
政
情
報
の
開
示

請
求
件
数
は
、
７
件
で
し
た
。

な
お
、
23
年
度
は
１
件
で
し
た
。

②
行
政
情
報
開
示
請
求
権
者

　
の
区
分

　

24
年
度
の
行
政
情
報
の
開
示

請
求
者
は
、
６
人
で
し
た
。

　

請
求
者
の
区
分
は
、
市
内
に

住
所
の
あ
る
方
が
３
人
で
割
合

に
す
る
と
50
％
、
条
例
第
５
条

の
請
求
権
者
以
外
の
方(

報
道
機

関
な
ど)

が
３
人
で
割
合
に
す
る

と
50
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

③
実
施
機
関
別
の
開
示
請
求

　
内
訳

　

24
年
度
の
開
示
請
求
件
数
７

件
の
実
施
機
関
別
開
示
請
求
内

訳
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。　

　

開
示
請
求
の
大
部
分
は
、
市

長
に
対
し
て
な
さ
れ
て
い
ま
す
。

建
設
部
お
よ
び
産
業
部
へ
の
開

示
請
求
が
多
数
を
占
め
て
い
ま

す
。

④
開
示
等
決
定
の
状
況

　

24
年
度
の
開
示
請
求
７
件
の

開
示
等
決
定
の
状
況
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

⑤
不
開
示
の
理
由

　

不
開
示
お
よ
び
部
分
開
示
に

お
い
て
、
不
開
示
と
し
た
部
分

の
理
由
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

⑥
不
服
申
立
て
の
状
況

　

実
施
機
関
が
決
定
し
た
行
政

情
報
の
不
開
示
や
部
分
開
示
に

対
し
て
、
不
服
申
立
て
は
あ
り

ま
せ
ん
で
し
た
。

◆
個
人
情
報
保
護
制
度

①
個
人
情
報
開
示
請
求
の
状

　
況

　

24
年
度
の
個
人
情
報
の
開
示

請
求
件
数
は
、
１
件
で
あ
り
、

訂
正
請
求
お
よ
び
利
用
停
止
請

求
に
係
る
請
求
は
あ
り
ま
せ
ん
。

②
個
人
情
報
開
示
請
求
権
者

　
の
件
数

　

個
人
情
報
の
開
示
請
求
者
は
、

１
人
で
し
た
。

③
実
施
機
関
別
の
開
示
請
求

　
内
訳

　

開
示
請
求
さ
れ
た
実
施
機
関

は
市
長
で
あ
り
、
実
施
機
関
の

組
織
の
中
で
は
保
健
福
祉
部
で

し
た
。

④
開
示
等
決
定
の
状
況

　

開
示
請
求
１
件
の
開
示
等
決

定
の
状
況
は
、
全
部
開
示
で
す
。

⑤
不
服
申
立
て
の
状
況

　

24
年
度
で
開
示
請
求
に
対
す

る
不
開
示
は
な
く
、
不
服
申
し

て
も
あ
り
ま
せ
ん
で
し
た
。

●
問
い
合
わ
せ

　
総
務
部 

総
務
課

　
　
　
　
　
(
81
ー

２
１
１
１

実施機関 件数 ( 件 ) 割合 (％ )

 総務部 １ １４．３ 

 市民部 １ １４．３

 産業部 ２ ２８．６

 建設部 ３ ４２．８

合 計 ７ １００．０

不開示の理由 件数 ( 件 ) 割合 (％ )
 法令秘情報 ( 条例第７条第１号 ) ー ー
 個人識別情報 ( 条例第７条第２号 ) ２ ３３．３
 法人等事業活動情報 ( 条例第７条第３号 ) ー ー
 公共安全情報 ( 条例第７条第４号 ) ー ー
 市、国等審議・検討・協議関係情報 ( 条例第７条第 5 号 ) ー ー
 事業遂行情報 ( 条例第７条第 6 号 ) ４ ６６．７
 条例第２条第２項に該当する行政情報として存在しない ー ー

合 計 ６ １００．０

決定区分 件数 ( 件 ) 割合 (％ )

 全部開示 １ １４．３ 

 部分開示 ６ ８５．７

 不開示 ー ー

合 計 ７ １００．０


